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研究成果の概要（和文）：本研究では東日本大震災の津波被災地である岩手県大船渡市において、同市民を対象
とする横断調査（2017年11月、対象者1,500人）、パネル調査（2019年1月、対象者543人）、質的調査（随時）
の3種類の調査を実施した。それらをもとに、住宅再建や市街地整備などの東日本大震災からの本格的な復興の
進展期（本助成期間がその段階にあたる）における被災地住民の復興に関する意識を把握した。また、それらの
データと、本助成期間以前に同市民を対象に実施した調査データとの比較分析を行い、復興の進展に伴う住民意
識の変化とその背景について、住民間での復興感の格差や分断に着目しながら分析を行った。

研究成果の概要（英文）：In this research, we conducted a cross-sectional survey (November 2017), a 
panel survey (January 2019), and a qualitative survey (as needed) for citizens in Ofunato City, 
Iwate Prefecture for the past three years. Using these data, we analyzed the residents' evaluation 
of reconstruction from the Great East Japan Earthquake, focusing on disparities and divisions among 
the residents.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　この3年間の調査を含むこれまでの調査データを分析した結果、住宅再建や被災市街地の再整備などの「目に
見える復興」の進展に伴い、復興を実感できるようになった人と、そうでない人の格差が生じつつあることが分
かった。またその格差は、震災時の被害に起因するものだけではなく、たとえば被災者の住宅補償政策において
個人事業主の住宅兼店舗が対象外であるなど、現行の復興政策に起因するものもあることが分かった。
　震災直後の復旧期から、「目に見える復興」がほぼ終わる段階までの復興過程を明らかにしたこと、その中で
被災者救済のための復興政策に起因する住民間の格差や分断の一端を明らかにした点に本研究の意義があると考
える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 我々は、東日本大震災の津波被災地のコミュニティの復興過程における住民の生活再建の進
展と復興に関わる意識の変化を、市の復興計画期間と同じ 10 年間にわたりモニタリングし、
復興への取り組みに役立てていただく目的で、平成 23 年度から岩手県大船渡市における調査
研究に取り組んできた。平成 28年度までの 5 年間の調査研究により、行政側は膨大な復興計
画の事業を着実に進めるよう努めているにもかかわらず、住民は復興を実感できていないこと
を明らかにしていた。さらに、量的調査の自由記述においても、相対的に被害が小さかった者
が負い目を感じ続けていたり、避難・復旧の過程における支援物資の配分などの、被害の程度
によるサポートの違いが住民間の「線引き」となり、被災地域社会に複雑な亀裂を生じさせて
いることを示唆する内容が見受けられていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、同地での継続的な調査を行うことにより、上記のような我々のこれまでの大船渡
市における調査において明らかにしていた復興過程における諸問題の原因の解明を目的とする
ものである。その際、復興事業の進展と住民意識との乖離や、生活再建過程における住民の溝
（分断）を、「復興政策の意図せざる結果」と捉え、こうした意図せざる結果が生じるメカニズ
ムを解明するとともに、分断を乗り越え、より多くの住民が復興を実感することを可能とする
ための道筋を探ることを目指す。 
 
３．研究の方法 
 調査対象地である大船渡市の復興計画は、平成 23 年度からの 10 年間を計画期間としている。
平成 25 年度までの 3 年間は「復旧」を目指す前期、26 年度から 28 年度は「復興本格化」の
中期、29 年度から 32 年度は「発展」を目指す後期と設定されており、本研究の研究期間は「中
期」の最終年度から「後期」の前半にあたる。この期間には、防災集団移転事業や災害公営住
宅への入居、あるいは浸水した中心市街地の再開発など、復興事業の進展が住民の目に見える
形で進んでいくことが見込まれる。 
 本研究では、このような目に見える復興の進展が住民からの評価にどのように反映されるの
か、またどのような要因が復興の実感に結びつくかを、主に横断調査とパネル調査の 2種類の
量的調査により明らかにする。また、仮設住宅を離れ新たな環境で生活を始める被災者なども
含むコミュニティの復興過程に際し、復興政策や我が国の社会の構造的問題に起因する亀裂・
分断の有無やその克服方法について、主にこれまでの調査の対象者となった住民への聞き取り
を通じた質的調査により明らかにする。 
 
４．研究成果 
 本研究では東日本大震災の津波被災地である岩手県大船渡市において、同市民を対象とする
横断調査（2017 年 11 月、対象者 1,500 人）、パネル調査（2019 年 1 月、対象者 543 人）、質的
調査（随時）の 3種類の調査を実施した。それらをもとに、住宅再建や市街地整備などの東日
本大震災からの本格的な復興の進展期における被災地住民の復興に関する意識を把握した。ま
た、それらのデータと、本助成期間以前に同市民を対象に実施した調査データとの比較分析を
行い、復興の進展に伴う住民意識の変化とその背景について、住民間での復興感の格差や分断
に着目しながら分析を行った。 
 その結果、住宅再建や被災市街地の再整備などの「目に見える復興」の進展に伴い、復興を
実感できるようになった人と、そうでない人の格差が生じつつあることが分かった。またその
格差は、震災時の被害に起因するものだけではなく、たとえば被災者の住宅補償政策において
個人事業主の住宅兼店舗が対象外であるなど、現行の復興政策に起因するものもあることが分
かった。 
 震災直後の復旧期から、「目に見える復興」がほぼ終わる段階までの復興過程を明らかにした
こと、その中で被災者救済のための復興政策に起因する住民間の格差や分断の一端を明らかに
した点に本研究の意義があると考える。 
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